
■
こ
れ
ま
で
の
経
過

議
員
定
数
に
関
す
る
調
査
研
究
を
目
的
と
し

て
、
令
和
３
年
９
月
に「
議
員
定
数
検
討
特
別

委
員
会
」
を
設
置
。
以
降
、
委
員
会
を
３
回
開

催
し
、
人
口
や
面
積
、
常
任
委
員
会
で
審
議
す

る
た
め
に
必
要
な
人
数
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
角
度

か
ら
議
員
間
で
議
論
を
重
ね
て
き
ま
し
た
。

そ
し
て
、
本
委
員
会
に
お
い
て
、
定
数
削
減

に
つ
い
て
採
決
し
た
結
果
、
委
員
８
人
全
員
異

議
な
く「
２
人
削
減
の
定
数
18
人
」と
決
し
ま

し
た
。

そ
の
後
、
令
和
３
年
第
４
回
定
例
会
に
て
、

本
委
員
会
委
員
長
が
提
出
者
と
な
り
、
委
員
を

務
め
た
全
委
員
が
賛
成
者
と
し
て
、
定
数
を
現

行
の
20
人
か
ら
18
人
と
す
る
改
正
条
例
の
発
議

案
を
提
出
し
、
本
会
議
で
の
採
決
の
結
果
、
賛

成
多
数
に
よ
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

な
お
、
新
し
い
議
員
定
数
は
、
令
和
５
年
４

月
の
任
期
満
了
に
伴
う
市
議
会
議
員
選
挙
か
ら

適
用
に
な
り
ま
す
。

■
発
議
案
の
提
出

○
提
出
者

　
　

萩
原
善
和
議
員

○
要　
旨

　
　
　

現
在
、
本
市
を
取
り
巻
く
環
境
は
著
し

く
変
化
し
て
お
り
、
特
に
人
口
減
少
や
少

子
高
齢
化
の
進
捗
は
顕
著
で
あ
り
、
そ
れ

に
伴
う
税
収
や
地
方
交
付
税
の
減
、
扶
助

費
の
増
、
施
設
の
老
朽
化
に
よ
る
更
新
需

要
の
高
ま
り
等
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

　
　
　

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
行
財
政
改

革
の
推
進
の
一
翼
を
担
う
市
議
会
と
し
て

も
、
自
ら
が
議
会
費
の
削
減
に
努
め
る
と

と
も
に
少
数
精
鋭
に
よ
る
議
会
運
営
を
目

指
す
べ
き
と
考
え
、
議
員
定
数
18
人
を
提

案
し
ま
す
。

次
期
の
市
議
選
か
ら
定
数
18
人
に

議
員
定
数
削
減
案
を
可
決

12
月
13
日
開
催
の
第
４
回
定
例
会
に
て
、議
員
定
数
を
２
人
減
と
す
る
発
議
案
を
採
決
。

賛
成
17
人
・
反
対
１
人
の
賛
成
多
数
で
可
決
し
ま
し
た
。

時期 定数 案件など
平成18年 3月 64人 町村合併により、「山武市」誕生　※合併による定数特例を適用
平成19年 5月 24人 成東町、山武町、蓮沼村及び松尾町の廃置分合に伴う議会の議員定数に関する協議書
平成22年 2月 「議会改革検討委員会」を設置
平成22年 10月 発議案可決（市議会議員の定数を定める条例　24人→22人）
平成23年 5月 22人 平成23年4月24日執行の一般選挙から新定数適用
平成27年 5月 「議会改革特別委員会」を設置
平成28年 9月 発議案可決（市議会議員の定数を定める条例の一部を改正する条例　22人→20人）
令和 元年 5月 20人 平成31年4月21日執行の一般選挙から新定数適用
令和 3年 9月 「議員定数検討特別委員会」を設置
令和 3年 12月 発議案可決（市議会議員の定数を定める条例の一部を改正する条例　20人→18人）
令和 5年 5月 18人 令和5年4月執行予定の一般選挙から新定数適用

■議員定数の推移
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